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公的職業訓練につきましては、平素より格別のご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、令和８年３月５日に開催されました令和７年度第２回「茨城県地域職業能力開発促進協

議会」において、公的職業訓練効果検証ワーキンググループ報告書をとりまとめ、下記のとおり

訓練カリキュラム等の改善促進策が承認されました。 

つきましては、今後デジタル分野（IT系）のカリキュラム等の策定にあたってはご参考にして

ください。なお、当該策を取り入れることを強制するものではございません。 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ報告書につきましては、茨城労働局ホームページ

（ https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/antei/kunren_ibr_kyougikai.html ） 

※掲載場所：ホーム > 労働局について > 業務内容 > 職業安定部 > 求職者支援制度「ハロートレーニング（公的職業訓練

関係）」 > 茨城県地域職業能力開発促進協議会 

を参照願います。 

記 

 

○技術スキルについて 

 ＜課題＞                  ＜取り組み＞ 

・訓練修了者の就職先での業務は開発系
（SE・PG）、運用・サポート系の順で多い。 
・企業からは、開発系ではプログラミン
グ、運用サポート系では IT インフラの
知識・技能が求められており、レベル別
では基礎レベルと実務レベルのニーズ
が同程度である。 

 ・開発系の知識・スキル習得を意識したカリ
キュラム配分の検討に加え、基礎レベルで
取得可能な基本情報技術者試験や ITパスポ
ートなど資格取得を意識したカリキュラム
設計を検討。あわせて実務レベル相当の訓
練実施に向けた検討を進める。 
 

 
→ 

 

 

○対人スキルについて 

 ＜課題＞                  ＜取り組み＞ 

・IT 業務ではチーム協働や顧客対応に
コミュニケーション能力が不可欠。企業
アンケートでも採用時に「意欲や向上心
（63%）」、「コミュニケーション能力
（59%）」が上位となっており、専門知識
と同等に重視。 

 
 
 
→ 

・IT業界の実務でも必要とされるコミュニ
ケーション能力とチームワークを育成する
ため、模擬プロジェクトや課題解決型演
習、プレゼンテーション演習、訓練成果発
表会など、実務に近いチーム演習の実施を
促進。 



 

○働き方の理解について 

 ＜課題＞                   ＜取り組み＞ 

・訓練受講者が IT 業界の構造や職種ご
との労働条件を十分に理解しておらず、
入社後のミスマッチにつながる可能性
がある。 
 

 ・IT企業による企業説明会の定期開催や、
現役エンジニア・プログラマーによる職業
講話等を通じて、訓練受講者が企業から直
接情報を得る機会の設定を促進。 
 

 → 
  

 

○認知度向上について 

 ＜課題＞                   ＜取り組み＞ 

・訓練修了者が訓練で習得したデジタ
ル分野の知識・スキル・資格は、採用後
の業務に役に立っているにもかかわら
ず、公的職業訓練制度に対する企業の認
知度が十分ではない。また、求職者が公
的職業訓練制度をハローワークに来所
して初めて知る場合がある。 
 

 ・訓練修了者を採用するメリットや好事例
等を求人者マイページやセミナー等で広
く周知するほか、求職者及びその家族等に
対し、効果的にリーフレットや労働局ホー
ムページ、SNS 等を通じた周知を実施する
ことにより、公的職業訓練の認知度向上を
図る。 

 
 → 

 

 

 

「茨城県地域職業能力開発促進協議会」とは？ 
 
令和４年１０月１日に施行した改正職業能力開発促進法において、新たに法定化された職業

訓練に関する協議会です。茨城労働局を事務局としています。 
地域の関係者・関係機関に参画いただき、デジタル化など、地域のニーズを反映した訓練コ

ースを促進するとともに、訓練効果の把握・検証を行い、訓練内容の改善を図ることなどを目
的としています。 
今年度は、営業・販売・事務分野の公的職業訓練を対象に、下部組織のワーキンググループ

(構成員は茨城労働局、茨城県、高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城支部)において訓練効果
の把握・検証を行いました。 
複数の訓練実施機関には、すでに効果検証のためのヒアリングにご協力をいただいています。 

 

 

問い合わせ先 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

茨城支部求職者支援課 TEL：029-221-1192 

 


